
宮　崎　県　公　報

発　　行 宮 崎 県
印　　刷

発　行　定　日　毎週月・木曜日
購読料（送料共）　1 年  44,400 円

宮 崎 市 旭 １ 丁 目 ６ 番 2 5 号 　 
K・P クリエイションズ株式会社

令和５年12月14日（木曜日）号外　第 53 号

─ 1 ─

令和 ５ 年 12 月 14 日（木曜日）　号外　第 53 号

◎　宮崎県部設置条例の一部を改正する条例（条例第42号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　令和９年に本県で開催予定の「第81回国民スポーツ大会」及び「第26回全国障害者スポーツ大会」に向け、開催準備業務の
　　執行体制の更なる強化を目的として、「宮崎国スポ・障スポ局」を新たに設置するための改正を行うこととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、令和６年４月１日から施行することとしました。

◎　会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を改正する条例（条例第43号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　地方自治法の改正等を踏まえ、令和６年６月期から会計年度任用職員に勤勉手当を支給するため、所要の改正を行うことと
　　しました。
　２　施行期日
　　　この条例は、令和６年４月１日から施行することとしました。

◎　宮崎県税条例の一部を改正する条例（条例第44号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　国の森林環境税が令和６年度から課税されることに伴い地方税法等が改正されたことから、所要の改正を行うこととしまし
　　た。
　２　施行期日
　　　この条例は、令和６年１月１日から施行することとしました。

◎　宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（条例第45号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　森林法、森林法施行令及び森林法施行規則に基づく保安林の指定等に関する事務の一部について、取扱いを希望する市町村
　　に権限を移譲するため、所要の改正を行うこととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、令和６年４月１日から施行することとしました。

◎　旅館業法施行条例等の一部を改正する条例（条例第46号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　旅館業法及び興行場法の改正に伴い、所要の改正を行うこととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎　都市公園条例の一部を改正する条例（条例第47号）

本号で公布された条例のあらまし

○宮崎県税条例の一部を改正する条例…………………（税務課）５
○宮崎県における事務処理の特例に関する条例の
　一部を改正する条例…………………………………（市町村課）６
○旅館業法施行条例等の一部を改正する条例……（衛生管理課）９
○都市公園条例の一部を改正する条例……………（都市計画課）11
○市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部
　を改正する条例…………………………………………（教育庁）16

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　条　　　例
○宮崎県部設置条例の一部を改正する条例……………（人事課）２
○会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する
　条例等の一部を改正する条例…………………………（　〃　）３
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条　　　　　例

　１　改正の理由及び主な内容
　　　宮崎県総合運動公園における屋内走路の新設等に伴い、使用料等について、所要の改正を行うこととしました。
　２　施行期日
　　　この条例は、一部の規定を除き、公布の日から起算して４月を超えない範囲内において規則で定める日から施行することと
　　しました。

◎　市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例（条例第48号）
　１　改正の理由及び主な内容
　　　令和５年の人事委員会勧告を踏まえ、市町村立学校職員の給与改定を行うため、所要の改正を行うこととしました。
　２　施行期日等
　　　この条例は、公布の日から施行し、令和５年４月１日から適用することとしました。

　宮崎県部設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和５年12月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第42号
　　　宮崎県部設置条例の一部を改正する条例
　宮崎県部設置条例（平成16年宮崎県条例第４号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　　　宮崎県部設置条例
　（設置）
第１条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第 158条第１項の規定
　に基づき、知事の権限に属する事務を分掌させるため、次の部を
　置く。
　　　［略］
　　県土整備部

　（分掌事務）
第２条　部の分掌事務は、次のとおりとする。
　　［略］
　総務部
　　（１）〜（５）　［略］
　　（６）　条例の立案その他他部の主管に属しない事項
　　［略］
　県土整備部
　　（１）〜（４）　［略］

　　　宮崎県部等設置条例
　（設置）
第１条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第 158条第１項の規定
　に基づき、知事の権限に属する事務を分掌させるため、次の部及
　び局（以下「部等」という。）を置く。
　　　［略］
　　県土整備部
　　宮崎国スポ・障スポ局
　（分掌事務）
第２条　部等の分掌事務は、次のとおりとする。
　　［略］
　総務部
　　（１）〜（５）　［略］
　　（６）　条例の立案その他他の部等の主管に属しない事項
　　［略］
　県土整備部
　　（１）〜（４）　［略］
　宮崎国スポ・障スポ局
　　（１）　第81回国民スポーツ大会に関する事項
　　（２）　第26回全国障害者スポーツ大会に関する事項

　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
　（公営企業の設置等に関する条例の一部改正）
２　公営企業の設置等に関する条例（昭和41年宮崎県条例第47号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
第８条　［略］
２　参与は、宮崎県部設置条例（平成16年宮崎県条例第４号）第１
　条に規定する部の長の職にある職員のうちから知事が任命する。

第８条　［略］
２　参与は、宮崎県部等設置条例（平成16年宮崎県条例第４号）第
　１条に規定する部等の長の職にある職員のうちから知事が任命す
　る。
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　会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和５年12月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第43号
　　　会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を改正する条例
　（会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正）
第１条　会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年宮崎県条例第12号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（会計年度任用職員の給与）
第２条　この条例で「給与」とは、法第22条の２第１項第２号に掲
　げる職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）にあ
　っては給料、初任給調整手当、地域手当、通勤手当、特殊勤務手
　当、定時制通信教育手当、産業教育手当、時間外勤務手当、休日
　勤務手当、夜間勤務手当、期末手当及び義務教育等教員特別手当
　をいい、同項第１号に掲げる職員（以下「パートタイム会計年度
　任用職員」という。）にあっては報酬及び期末手当をいう。

　（フルタイム会計年度任用職員の手当等）
第５条　フルタイム会計年度任用職員の給料の調整額、初任給調整
　手当、地域手当、通勤手当、定時制通信教育手当、産業教育手当
　、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、期末手当及び
　義務教育等教員特別手当の支給については、給与条例第９条の２
　に規定する休職者の給与に係るものを除き、給与条例等適用職員
　の例による。　
２　前項の期末手当は、任期の定めが６月以上であって６月１日及
　び12月１日（次項及び第16条第２項において「基準日」という。
　）にそれぞれ在職するフルタイム会計年度任用職員に対して支給
　する。
３　前項の規定にかかわらず、それぞれの基準日に在職するフルタ
　イム会計年度任用職員であって、任期の定めが６月未満の者のう
　ち、前項の規定により期末手当を支給されるフルタイム会計年度
　任用職員との均衡上必要があると認められるもの（人事委員会規
　則で定める者に限る。）には、前２項の規定に準じて、期末手当
　を支給することができる。
　（パートタイム会計年度任用職員の期末手当）
第16条　第５条の規定（期末手当に関する部分に限る。）は、パー
　トタイム会計年度任用職員（１週間当たりの勤務時間が15時間30
　分以上の者に限る。）について準用する。この場合において、同
　条中「フルタイム会計年度任用職員」とあるのは「パートタイム
　会計年度任用職員」と読み替えるものとする。
２　パートタイム会計年度任用職員の期末手当基礎額は、それぞれ
　その基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し
　、又は死亡した日現在）において第10条第１項各号並びに同条第
　３項及び第４項の規定により算定した額並びに第11条第１項に規
　定する給料の調整額及び地域手当に相当する額を合計した額を人
　事委員会規則で定める方法により１月当たりの報酬の額に換算し
　た額とする。

　（会計年度任用職員の給与）
第２条　この条例で「給与」とは、法第22条の２第１項第２号に掲
　げる職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）にあ
　っては給料、初任給調整手当、地域手当、通勤手当、特殊勤務手
　当、定時制通信教育手当、産業教育手当、時間外勤務手当、休日
　勤務手当、夜間勤務手当、期末手当、勤勉手当及び義務教育等教
　員特別手当をいい、同項第１号に掲げる職員（以下「パートタイ
　ム会計年度任用職員」という。）にあっては報酬、期末手当及び
　勤勉手当をいう。
　（フルタイム会計年度任用職員の手当等）
第５条　フルタイム会計年度任用職員の給料の調整額、初任給調整
　手当、地域手当、通勤手当、定時制通信教育手当、産業教育手当
　、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、期末手当、勤
　勉手当及び義務教育等教員特別手当の支給については、給与条例
　第９条の２に規定する休職者の給与に係るものを除き、給与条例
　等適用職員の例による。
２　前項の期末手当及び勤勉手当は、任期の定めが６月以上であっ
　て６月１日及び12月１日（次項及び第16条第２項において「基準
　日」という。）にそれぞれ在職するフルタイム会計年度任用職員
　に対して支給する。
３　前項の規定にかかわらず、それぞれの基準日に在職するフルタ
　イム会計年度任用職員であって、任期の定めが６月未満の者のう
　ち、前項の規定により期末手当及び勤勉手当を支給されるフルタ
　イム会計年度任用職員との均衡上必要があると認められるもの（
　人事委員会規則で定める者に限る。）には、前２項の規定に準じ
　て、期末手当及び勤勉手当を支給することができる。
　（パートタイム会計年度任用職員の期末手当及び勤勉手当）
第16条　第５条の規定（期末手当及び勤勉手当に関する部分に限る
　。）は、パートタイム会計年度任用職員（１週間当たりの勤務時
　間が15時間30分以上の者に限る。）について準用する。この場合
　において、同条中「フルタイム会計年度任用職員」とあるのは「
　パートタイム会計年度任用職員」と読み替えるものとする。
２　パートタイム会計年度任用職員の期末手当基礎額及び勤勉手当
　基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した職員
　にあっては、退職し、又は死亡した日現在）において第10条第１
　項各号並びに同条第３項及び第４項の規定により算定した額並び
　に第11条第１項に規定する給料の調整額及び地域手当に相当する
　額を合計した額を人事委員会規則で定める方法により１月当たり
　の報酬の額に換算した額とする。

　（職員の育児休業等に関する条例の一部改正）
第２条　職員の育児休業等に関する条例（平成４年宮崎県条例第６号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（育児休業をしている職員の期末手当等の支給） 　（育児休業をしている職員の期末手当等の支給）



─ 4 ─

宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 12 月 14 日（木曜日）　号外　第 53 号

第７条　［略］
２　職員の給与に関する条例第８条の４第１項に規定するそれぞれ
　の基準日に育児休業をしている職員（地方公務員法（昭和25年法
　律第 261号）第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除
　く。）のうち、基準日以前６か月以内の期間において勤務した期
　間がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。

第７条　［略］
２　職員の給与に関する条例第８条の４第１項に規定するそれぞれ
　の基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日以前６か月以
　内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基準日に係
　る勤勉手当を支給する。

　（企業局会計年度任用職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）
第３条　企業局会計年度任用職員の給与の種類及び基準を定める条例（令和元年宮崎県条例第17号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（給与の種類）
第２条　［略］
２　手当の種類は、地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤
　務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末手当及
　び退職手当とする。
　（期末手当）
第４条　給与条例第11条の規定は、会計年度任用職員（任期の定め
　が６月以上の者で、１週間当たりの勤務時間が15時間30分以上の
　ものに限る。）について準用する。
２　前項の規定にかかわらず、基準日（給与条例第11条第１項に規
　定するそれぞれの基準日をいう。）に在職する会計年度任用職員
　であって、任期の定めが６月未満の者のうち、前項の規定により
　期末手当を支給される会計年度任用職員との均衡上必要があると
　認められるもの（管理者が定める者に限る。）には、同項の規定
　に準じて、期末手当を支給することができる。

　（育児休業の承認を受けた会計年度任用職員の給与）
第７条　地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第 1
　10号）第２条第１項の承認を受けた会計年度任用職員には、育児
　休業をしている期間については、給与を支給しない。ただし、期
　末手当については、この限りでない。

　（給与の種類）
第２条　［略］
２　手当の種類は、地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤
　務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末手当、
　勤勉手当及び退職手当とする。
　（期末手当及び勤勉手当）
第４条　給与条例第11条及び第12条の規定は、会計年度任用職員（
　任期の定めが６月以上の者で、１週間当たりの勤務時間が15時間
　30分以上のものに限る。）について準用する。
２　前項の規定にかかわらず、基準日（給与条例第11条第１項及び
　第12条第１項に規定するそれぞれの基準日をいう。）に在職する
　会計年度任用職員であって、任期の定めが６月未満の者のうち、
　前項の規定により期末手当及び勤勉手当を支給される会計年度任
　用職員との均衡上必要があると認められるもの（管理者が定める
　者に限る。）には、同項の規定に準じて、期末手当及び勤勉手当
　を支給することができる。
　（育児休業の承認を受けた会計年度任用職員の給与）
第７条　地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第 1
　10号）第２条第１項の承認を受けた会計年度任用職員には、育児
　休業をしている期間については、給与を支給しない。ただし、期
　末手当及び勤勉手当については、この限りでない。

　（病院事業会計年度任用職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）
第４条　病院事業会計年度任用職員の給与の種類及び基準を定める条例（令和元年宮崎県条例第18号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（給与の種類）
第２条　［略］
２　手当の種類は、地域手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当
　、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、
　期末手当及び退職手当とする。
　（期末手当）
第５条　病院事業給与条例第18条の規定は、会計年度任用職員（任
　期の定めが６月以上の者で、１週間当たりの勤務時間が15時間30
　分以上のものに限る。）について準用する。
２　前項の規定にかかわらず、基準日（病院事業給与条例第18条第
　１項に規定するそれぞれの基準日をいう。）に在職する会計年度
　任用職員であって、任期の定めが６月未満の者のうち、前項の規
　定により期末手当を支給される会計年度任用職員との均衡上必要
　があると認められるもの（管理者が定める者に限る。）には、同
　項の規定に準じて、期末手当を支給することができる。

　（育児休業の承認を受けた会計年度任用職員の給与）
第８条　地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第 1
　10号）第２条第１項の承認を受けた会計年度任用職員には、育児

　（給与の種類）
第２条　［略］
２　手当の種類は、地域手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当
　、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、
　期末手当、勤勉手当及び退職手当とする。
　（期末手当及び勤勉手当）
第５条　病院事業給与条例第18条及び第19条の規定は、会計年度任
　用職員（任期の定めが６月以上の者で、１週間当たりの勤務時間
　が15時間30分以上のものに限る。）について準用する。
２　前項の規定にかかわらず、基準日（病院事業給与条例第18条第
　１項及び第19条第１項に規定するそれぞれの基準日をいう。）に
　在職する会計年度任用職員であって、任期の定めが６月未満の者
　のうち、前項の規定により期末手当及び勤勉手当を支給される会
　計年度任用職員との均衡上必要があると認められるもの（管理者
　が定める者に限る。）には、同項の規定に準じて、期末手当及び
　勤勉手当を支給することができる。
　（育児休業の承認を受けた会計年度任用職員の給与）
第８条　地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第 1
　10号）第２条第１項の承認を受けた会計年度任用職員には、育児
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　休業をしている期間については、給与を支給しない。ただし、期
　末手当については、この限りでない。

　休業をしている期間については、給与を支給しない。ただし、期
　末手当及び勤勉手当については、この限りでない。

　　　附　則
　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県税条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和５年12月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第44号
　　　宮崎県税条例の一部を改正する条例
　宮崎県税条例（昭和29年宮崎県条例第19号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（県税・総務事務所の長に対する知事の権限の委任）
第３条　［略］
２～４　［略］
５　知事は、法第48条第３項（同条第８項において準用する場合を
　含む。）の規定により徴収の引継ぎを受ける県民税及び市町村民
　税に係る徴収金の徴収に関する事務については、第１項の規定に
　かかわらず、徴収金を納付し、又は納入すべき者の住所、居所、
　家屋敷、事務所若しくは事業所又はその者の財産の所在地を所轄
　する県税・総務事務所の長に委任することができる。

６　［略］
　（個人の県民税の賦課徴収に関する報告）
第28条　市町村長は、法第46条第１項の規定によって、当該年度分
　として決定した個人の県民税について、次に掲げる事項を当該年
　度の６月30日までに知事に報告しなければならない。
　（１）〜（３）　［略］

　（４）　当該年度の収入額となるべき個人の県民税の課税額の総額
　　（法第50条の２の規定によって課する所得割を除く。）と当該
　　年度の収入額となるべき個人の市町村民税の課税額の総額（法
　　第 328条の規定によって課する所得割を除く。）との合計額に
　　対する当該年度の収入額となるべき個人の県民税の課税額の総
　　額の割合

　（５）　［略］
２　市町村長は、前項各号に掲げる事項について、当該年度の10月
　31日及び３月31日現在における状況をそれぞれの月の翌月の末日
　までに知事に報告しなければならない。ただし、３月31日現在に
　おける状況を報告する場合においては、前項第４号の規定は、「
　当該年度の収入額となるべき個人の県民税の課税額の総額と当該
　年度の収入額となるべき個人の市町村民税の課税額の総額との合
　計額に対する当該年度の収入額となるべき個人の県民税の課税額
　の総額の割合」と読み替える。

３　市町村長は、当該年度中の各月に納入申告書の提出された県民
　税の分離課税に係る所得割及び市町村民税の分離課税に係る所得
　割に関し、次に掲げる事項について、当該年度の４月30日、５月
　31日、10月31日及び３月31日現在における状況をそれぞれの月の
　翌月の末日までに知事に報告しなければならない。

　（県税・総務事務所の長に対する知事の権限の委任）
第３条　［略］
２～４　［略］
５　知事は、法第 739条の５第３項（同条第８項において準用する
　場合を含む。）の規定により徴収の引継ぎを受ける県民税、市町
　村民税及び森林環境税に係る徴収金の徴収に関する事務について
　は、第１項の規定にかかわらず、徴収金を納付し、又は納入すべ
　き者の住所、居所、家屋敷、事務所若しくは事業所又はその者の
　財産の所在地を所轄する県税・総務事務所の長に委任することが
　できる。
６　［略］
　（個人の県民税の賦課徴収に関する報告）
第28条　市町村長は、法第46条第１項の規定によって、当該年度分
　として決定した個人の県民税について、次に掲げる事項を当該年
　度の６月30日までに知事に報告しなければならない。
　（１）〜（３）　［略］
　（４）　森林環境税（森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律
　　（平成31年法律第３号）第１条に規定する森林環境税をいう。
　　以下同じ。）の課税額の総額
　（５）　当該年度の収入額となるべき個人の県民税の課税額の総額
　　（法第50条の２の規定によって課する所得割を除く。）、当該
　　年度の収入額となるべき個人の市町村民税の課税額の総額（法
　　第 328条の規定によって課する所得割を除く。）及び当該年度
　　の収入額となるべき森林環境税の課税額の総額の合計額に対す
　　る当該年度の収入額となるべき個人の県民税の課税額の総額の
　　割合
　（６）　［略］
２　市町村長は、前項各号に掲げる事項について、当該年度の10月
　31日及び３月31日現在における状況をそれぞれの月の翌月の末日
　までに知事に報告しなければならない。ただし、３月31日現在に
　おける状況を報告する場合においては、前項第５号の規定は、「
　当該年度の収入額となるべき個人の県民税の課税額の総額、当該
　年度の収入額となるべき個人の市町村民税の課税額の総額及び当
　該年度の収入額となるべき森林環境税の課税額の総額の合計額に
　対する当該年度の収入額となるべき個人の県民税の課税額の総額
　の割合」と読み替える。
３　市町村長は、当該年度中の各月に納入申告書の提出された県民
　税の分離課税に係る所得割及び市町村民税の分離課税に係る所得
　割に関し、次に掲げる事項について、当該年度の４月30日、５月
　31日、10月31日及び３月31日現在における状況をそれぞれの月の
　翌月の末日までに知事に報告しなければならない。
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　（１）・（２）　［略］
　（３）　県民税及び市町村民税の分離課税に係る所得割の納入金の
　　過少申告加算金、不申告加算金及び重加算金の総額並びに第１
　　項第４号又は前項ただし書の規定による割合
４　［略］

　（１）・（２）　［略］
　（３）　県民税及び市町村民税の分離課税に係る所得割の納入金の
　　過少申告加算金、不申告加算金及び重加算金の総額並びに第１
　　項第５号又は前項ただし書の規定による割合
４　［略］

　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、令和６年１月１日から施行する。
　（県民税に関する経過措置）
２　この条例による改正後の宮崎県税条例第28条の規定は、令和６年度以後の年度分の個人の県民税について適用し、令和５年度分までの
　個人の県民税については、なお従前の例による。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和５年12月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第45号
　　　宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例
　宮崎県における事務処理の特例に関する条例（平成11年宮崎県条例第40号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 　

事　　　　　　　　　務 市 町 村
　［略］
６　森林法（昭和26年法律第 249号）による次
　の事務
　（１）〜（６）　［略］
　（７）　第30条の２第１項（第33条の３におい
　　て準用する場合を含む。）の規定による告
　　示、掲示、閲覧及び通知（（１）、（３）、（
　　４）及び（15）の事務に係るものに限る。）
　　に関すること。
　（８）～（36）　［略］

　［略］

６の２　森林法による次の事務
　（１）　第25条の２第１項の規定による指定（
　　指定する地域が２以上の市町村の区域にわ
　　たるものを除く。）に関すること。
　（２）　第25条の２第２項の規定による指定（
　　指定する地域が２以上の市町村の区域にわ
　　たるものを除く。）に関すること。
　（３）　第25条の２第３項（第26条の２第３項
　　において準用する場合を含む。）の規定に
　　よる諮問（（１）、（２）、（４）及び（５）の事
　　務に係るものに限る。）に関すること。
　（４）　第26条の２第１項の規定による指定の
　　解除（（１）及び（２）の事務に係るものに限
　　る。）に関すること。
　（５）　第26条の２第２項の規定による指定の
　　解除（（１）及び（２）の事務に係るものに限
　　る。）に関すること。
　（６）　第26条の２第４項の規定による協議及
　　び同意に関すること。
　（７）　第27条第１項の規定による申請の受理
　　（（１）、（２）、（４）及び（５）の事務に係る
　　ものに限る。）に関すること。

美郷町

事　　　　　　　　　務 市 町 村
　［略］
６　森林法（昭和26年法律第 249号）による次
　の事務
　（１）〜（６）　［略］
　（７）　第30条の２第１項（第33条の３におい
　　て準用する場合を含む。）の規定による告
　　示、掲示及び通知（（１）、（３）、（４）及び
　　（15）の事務に係るものに限る。）に関する
　　こと。
　（８）～（36）　［略］

　［略］
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　（８）　第27条第２項（第33条の３において準
　　用する場合を含む。）の規定による申請の
　　受理（申請する地域が２以上の市町村の区
　　域にわたるものを除く。）に関すること。
　（９）　第27条第３項（第33条の３において準
　　用する場合を含む。）の規定による意見書
　　の作成及び進達に関すること。
　（10）　第27条第３項ただし書（第33条の３に
　　おいて準用する場合を含む。）の規定によ
　　る申請の却下に関すること。
　（11）　第29条（第33条の３において準用する
　　場合を含む。）の規定による通知の受理（
　　通知に係る地域が２以上の市町村の区域に
　　わたるものを除く。）に関すること。
　（12）　第30条（第33条の３において準用する
　　場合を含む。）の規定による告示、掲示、
　　閲覧及び通知に関すること。
　（13）　第30条の２第１項（第33条の３におい
　　て準用する場合を含む。）の規定による告
　　示、掲示、閲覧及び通知（（１）、（２）、（
　　４）､（５）及び（23）の事務に係るものに限
　　る。）に関すること。
　（14）　第30条の２第２項（第33条の３におい
　　て準用する場合を含む。）において準用す
　　る第30条後段の規定による通知（（１）、（
　　２）､（４）、（５）及び（23）の事務に係るも
　　のに限る。）に関すること。
　（15）　第31条の規定による行為の制限（（１）
　　及び（２）の事務に係るものに限る。）に関
　　すること。
　（16）　第32条第１項（第33条の３において準
　　用する場合を含む。）の規定による意見書
　　の受理（（12）及び（13）の事務に係るものに
　　限る。）に関すること。
　（17）　第32条第２項（第33条の３において準
　　用する場合を含む。）の規定による意見の
　　聴取及び意見書の写しの送付に関すること
　　。
　（18）　第32条第３項（第33条の３において準
　　用する場合を含む。）の規定による通知及
　　び公示に関すること。
　（19）　第33条第１項（第33条の３において準
　　用する場合を含む。）の規定による通知の
　　受理（通知に係る地域が２以上の市町村の
　　区域にわたるものを除く。）に関すること
　　。
　（20）　第33条第３項（第33条の３において準
　　用する場合を含む。）の規定による通知に
　　関すること。
　（21）　第33条第６項（第33条の３において準
　　用する場合を含む。）において準用する第
　　33条第１項の規定による告示（（１）、（２）
　　、（４）、（５）及び（23）の事務に係るものに
　　限る。）に関すること。
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　（22）　第33条第６項（第33条の３において準
　　用する場合を含む。）において準用する第
　　33条第３項の規定による通知（（１）、（２）
　　、（４）、（５）及び（23）の事務に係るものに
　　限る。）に関すること。
　（23）　第33条の２第１項の規定による指定施
　　業要件の変更（（１）及び（２）の事務に係る
　　ものに限る。）に関すること。
　（24）　第33条の２第２項の規定による申請の
　　受理（（23）の事務に係るものに限る。）に
　　関すること。
　（25）　第34条第１項の規定による許可に関す
　　ること。
　（26）　第34条第２項の規定による許可に関す
　　ること。
　（27）　第34条第６項の規定による条件の付加
　　に関すること。
　（28）　第34条第８項の規定による届出の受理
　　に関すること。
　（29）　第34条第９項の規定による届出の受理
　　に関すること。
　（30）　第34条の２第１項の規定による届出の
　　受理に関すること。
　（31）　第34条の２第２項（第34条の３第２項
　　において準用する場合を含む。）の規定に
　　よる変更の命令に関すること。
　（32）　第34条の３第１項の規定による届出の
　　受理に関すること。
　（33）　第35条の規定による損失の補償に関す
　　ること。
　（34）　第36条第１項の規定による負担の決定
　　に関すること。
　（35）　第36条第２項の規定による通知に関す
　　ること。
　（36）　第36条第３項の規定による督促に関す
　　ること。
　（37）　第36条第４項の規定による徴収に関す
　　ること。
　（38）　第38条第１項の規定による伐採の中止
　　又は必要な行為の命令に関すること。
　（39）　第38条第２項の規定による行為の中止
　　又は必要な行為の命令に関すること。
　（40）　第38条第３項の規定による必要な行為
　　の命令に関すること。
　（41）　第38条第４項の規定による植栽の命令
　　に関すること。
　（42）　第39条第１項の規定による標識の設置
　　に関すること。
　（43）　第39条の２第１項の規定による保安林
　　台帳の調製及び保管に関すること。
　（44）　第39条の２第２項の規定による保安林
　　台帳の閲覧に関すること。
６の３　［略］
６の４　森林法施行令第４条の２第５項の規定 美郷町

６の２　［略］
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　による通知に関する事務
６の５　［略］
６の６　森林法施行規則による次の事務
　（１）　第60条第１項第５号から第９号までの
　　規定による届出の受理に関すること。
　（２）　第63条第１項第３号及び第４号の規定
　　による届出の受理に関すること。

美郷町

６の７・６の８　［略］
　［略］

６の３　［略］

６の４・６の５　［略］
　［略］

　　　附　則
　この条例は、令和６年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　旅館業法施行条例等の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和５年12月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第46号
　　　旅館業法施行条例等の一部を改正する条例
　（旅館業法施行条例の一部改正）
第１条　旅館業法施行条例（昭和33年宮崎県条例第24号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（趣旨）
第１条　この条例は、旅館業法（昭和23年法律第 138号。以下「法
　」という。）第３条第３項第３号及び第４項、第３条の２第２項
　、第３条の３第３項、第４条第２項及び第５条第３号並びに旅館
　業法施行令（昭和32年政令第 152号。以下「政令」という。）第
　１条第１項第８号、第２項第７号及び第３項第５号の規定に基づ
　き、当該施設の敷地の周囲おおむね 100メートルの区域内におい
　て旅館業の許可又は承認を与えないことができる施設の指定、旅
　館業の許可又は承認を与える場合において知事が意見を求める者
　、営業施設についての換気、採光、照明、防湿及び清潔その他宿
　泊者の衛生に必要な措置の基準及び宿泊を拒むことができる事由
　並びに旅館業の施設の構造設備の基準を定めるとともに、その他
　法の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
　（施設の指定）
第７条　法第３条第３項第３号（法第３条の２第２項及び第３条の
　３第３項において準用する場合を含む。）に規定する条例で定め
　る施設は、次に掲げるもののうち、主として児童の利用に供され
　るもの又は多数の児童の利用に供されるものであって、知事が指
　定するものとする。
　（１）〜（６）　［略］
２・３　［略］
　（意見を求める者）
第８条　法第３条第４項（法第３条の２第２項及び第３条の３第３
　項において準用する場合を含む。）の規定により前条第１項に規
　定する施設について知事が意見を求める者は、次の各号に掲げる
　施設の区分に従い、当該各号に掲げる者とする。

　（１）〜（４）　［略］
　（宿泊を拒むことができる事由）
第10条　法第５条第３号の規定による宿泊を拒むことのできる事由
　は、次のとおりとする。
　（１）　宿泊しようとする者が泥酔し、又は言動が著しく異常であ

　（趣旨）
第１条　この条例は、旅館業法（昭和23年法律第 138号。以下「法
　」という。）第３条第３項第３号及び第４項、第３条の２第２項
　、第３条の３第２項、第３条の４第３項並びに第４条第２項並び
　に旅館業法施行令（昭和32年政令第 152号。以下「政令」という
　。）第１条第１項第８号、第２項第７号及び第３項第５号の規定
　に基づき、当該施設の敷地の周囲おおむね 100メートルの区域内
　において旅館業の許可又は承認を与えないことができる施設の指
　定、旅館業の許可又は承認を与える場合において知事が意見を求
　める者並びに営業施設についての換気、採光、照明、防湿及び清
　潔その他宿泊者の衛生に必要な措置の基準並びに旅館業の施設の
　構造設備の基準を定めるとともに、その他法の施行に関し必要な
　事項を定めるものとする。
　（施設の指定）
第７条　法第３条第３項第３号（法第３条の２第２項、第３条の３
　第２項及び第３条の４第３項において準用する場合を含む。）に
　規定する条例で定める施設は、次に掲げるもののうち、主として
　児童の利用に供されるもの又は多数の児童の利用に供されるもの
　であって、知事が指定するものとする。
　（１）〜（６）　［略］
２・３　［略］
　（意見を求める者）
第８条　法第３条第４項（法第３条の２第２項、第３条の３第２項
　及び第３条の４第３項において準用する場合を含む。）の規定に
　より前条第１項に規定する施設について知事が意見を求める者は
　、次の各号に掲げる施設の区分に従い、当該各号に掲げる者とす
　る。
　（１）〜（４）　［略］
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　　って、他の宿泊者に迷惑を及ぼすおそれがあると認められると
　　き。
　（２）　宿泊しようとする者の身体又は服装が著しく不潔であって
　　、他の宿泊者に迷惑を及ぼすおそれがあると認められるとき。
別表第３（第９条関係）
　衛生の措置の基準
　１～９　［略］
　10　伝染性の疾病にかかっている者又はその疑いのある者を宿泊
　　させたときは、その者の使用した客室その他の場所並びに寝具
　　及び器具類について消毒、廃棄その他必要な措置を講ずること
　　。
　11～15　［略］
　16　施設の利用者等に伝染性の疾病にかかっている者若しくはレ
　　ジオネラ症の患者又はそれらの疑いのある者が発生した場合は
　　、直ちにその旨を施設の所在地を管轄する保健所の長に連絡し
　　、その指示に従うこと。

別表第３（第９条関係）
　衛生の措置の基準
　１～９　［略］
　10　特定感染症にかかっている者又はその疑いのある者を宿泊さ
　　せたときは、その者の使用した客室その他の場所並びに寝具及
　　び器具類について消毒、廃棄その他必要な措置を講ずること。

　11～15　［略］
　16　施設の利用者等に特定感染症にかかっている者若しくはレジ
　　オネラ症の患者又はそれらの疑いのある者が発生した場合は、
　　直ちにその旨を施設の所在地を管轄する保健所の長に連絡し、
　　その指示に従うこと。

　（興行場に関する条例の一部改正）
第２条　興行場に関する条例（昭和59年宮崎県条例第25号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（営業者の届出）
第４条　営業者は、第２条第１項の申請書に記載した事項の変更（
　法第２条の２第１項に規定する相続、合併又は分割（当該興行場
　営業を承継させるものに限る。以下同じ。）による第２条第１項
　第１号に規定する事項の変更を除く。）をしたとき又は営業の全
　部若しくは一部の停止若しくは廃止をしたときは、10日以内に、
　その旨を知事に届け出なければならない。
　（地位承継の届出）
第６条の２　法第２条の２第２項の規定による届出をしようとする
　者は、次の事項を記載した届出書を、知事に提出しなければなら
　ない。

　（１）〜（３）　［略］
２　［略］

　（営業者の届出）
第４条　営業者は、第２条第１項の申請書に記載した事項の変更（
　法第２条の２第１項に規定する譲渡又は相続、合併若しくは分割
　（当該興行場営業を承継させるものに限る。以下同じ。）による
　第２条第１項第１号に規定する事項の変更を除く。）をしたとき
　又は営業の全部若しくは一部の停止若しくは廃止をしたときは、
　10日以内に、その旨を知事に届け出なければならない。
　（地位承継の届出）
第６条の２　法第２条の２第２項の規定による届出をしようとする
　者は、次の事項を記載した届出書を、知事に提出しなければなら
　ない。
　（１）　譲渡による場合
　　ア　届出者の住所及び氏名（法人にあっては、その名称、事務
　　　所の所在地及び代表者の氏名）
　　イ　譲渡人の住所及び氏名（法人にあっては、その名称、事務
　　　所の所在地及び代表者の氏名）
　　ウ　譲渡の年月日
　　エ　興行場の名称及び所在地
　（２）〜（４）　［略］
２　［略］

　（使用料及び手数料徴収条例の一部改正）
第３条　使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第９号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（手数料）
第３条　法令、条例等の規定に基づく申請その他の行為（次項及び
　附則第２項において「申請等」という。）により次の各号に掲げ
　る事務の実施を求める者は、それぞれ当該各号に掲げる名称の手
　数料を納めなければならない。
　（１）〜（153） ［略］
　（154） 旅館業法第３条の２第１項又は第３条の３第１項の規定に
　　基づく旅館業の許可を受けた地位の承継の承認申請に対する審
　　査　旅館業の許可を受けた地位の承継の承認申請手数料

　（手数料）
第３条　法令、条例等の規定に基づく申請その他の行為（次項及び
　附則第２項において「申請等」という。）により次の各号に掲げ
　る事務の実施を求める者は、それぞれ当該各号に掲げる名称の手
　数料を納めなければならない。
　（１）〜（153） ［略］
　（154） 旅館業法第３条の２第１項、第３条の３第１項又は第３条
　　の４第１項の規定に基づく旅館業の許可を受けた地位の承継の
　　承認申請に対する審査　旅館業の許可を受けた地位の承継の承
　　認申請手数料
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　（155）〜（453）　［略］
２～５　［略］

　（155）〜（453）　［略］
２～５　［略］

　　　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　都市公園条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和５年12月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第47号
　　　都市公園条例の一部を改正する条例
第１条　都市公園条例（昭和39年宮崎県条例第24号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（有料公園施設）
第９条　公園施設のうち有料で使用させるもの（以下「有料公園施
　設」という。）は、次のとおりとする。

２・３　［略］
別表第２（第10条、第15条の７関係）

　　［略］

　（有料公園施設）
第９条　公園施設のうち有料で使用させるもの（以下「有料公園施
　設」という。）は、次のとおりとする。

２・３　［略］
別表第２（第10条、第15条の７関係）

　　［略］

都市公園名 有料公園施設
宮崎県総合運動公園 １～16　［略］

17～21　［略］

種類 区分 単位 金額（
円）

納
期

備考

宮崎
県総
合運
動公
園使
用料

　［略］ 　［略］
自転車
競技場

　［略］

　［略］

都市公園名 有料公園施設
宮崎県総合運動公園 １～16　［略］

17　ホッケー場
18～22　［略］

種類 区分 単位 金額（
円）

納
期

備考

宮崎
県総
合運
動公
園使
用料

　［略］ 　［略］
自転車
競技場

　［略］

ホッケ
ー場

団体が使用
する場合
　１時間に
　つき　　
　　児童生
　　徒　　
　　その他
　　の者
個人が使用
する場合
　１時間に
　つき
　　児童生
　　徒
　　その他
　　の者

240

480

60

　120

　［略］

第２条　都市公園条例の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表第２（第10条、第15条の７関係） 別表第２（第10条、第15条の７関係）

種類 区分 単位 金額（
円）

納
期

備考

宮崎
県総
合運

　［略］ １～５　［略］
６　補助球技場、
　水泳場、トレー

種類 区分 単位 金額（
円）

納
期

備考

宮崎
県総
合運

　［略］ １～５　［略］
６　水泳場、トレ
　ーニング場、第
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　　［略］ 　　［略］

動公
園使
用料

　ニング場、第二
トレーニング場
又は屋内練習場
を使用する者が
照明設備を使用
する場合の使用
料は、当該金額
の欄に掲げる金
額に、１時間に
つき補助球技場
にあっては全灯
のときは 2,320
円、５分の３灯
のときは 1,400
円、水泳場のう
ち室内プールに
あっては 330円
、トレーニング
場のうち体育館
にあっては 780
円、トレーニン
グ場のうちウェ
イトトレーニン
グ場にあっては
110円、第二ト
レーニング場に
あっては 110円
、屋内練習場に
あっては 2,690
円を加えた額と
　する。
７～11　［略］

動公
園使
用料

二トレーニング
場又は屋内練習
場を使用する者
が照明設備を使
用する場合の使
用料は、当該金
額の欄に掲げる
金額に、１時間
につき水泳場の
うち室内プール
にあっては 330
円、トレーニン
グ場のうち体育
館にあっては 7
80円、トレーニ
ング場のうちウ
ェイトトレーニ
ング場にあって
は 110円、第二
トレーニング場
にあっては 110
円、屋内練習場
にあっては 2,6
90円を加えた額
　とする。

７～11　［略］

第３条　都市公園条例の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（有料公園施設）
第９条　公園施設のうち有料で使用させるもの（以下「有料公園施
　設」という。）は、次のとおりとする。

２・３　［略］
別表第２（第10条、第15条の７関係）

　（有料公園施設）
第９条　公園施設のうち有料で使用させるもの（以下「有料公園施
　設」という。）は、次のとおりとする。

２・３　［略］
別表第２（第10条、第15条の７関係）

都市公園名 有料公園施設
宮崎県総合運動公園 １～20　［略］

21　［略］

都市公園名 有料公園施設
宮崎県総合運動公園 １～20　［略］

21　屋内走路
22　［略］

種類 区分 単位 金額（
円）

納
期

備考

宮崎
県総
合運
動公
園使
用料

　［略］
［
略
］

１～５　［略］
６　補助球技場、
　水泳場、トレー
　ニング場、第二
　トレーニング場
　、屋内練習場又
　は屋内走路を使

屋内運
動場

　［略］

屋内走
路

団体が使用
する場合
　１時間に
　つき

種類 区分 単位 金額（
円）

納
期

備考

宮崎
県総
合運
動公
園使
用料

　［略］
［
略
］

１～５　［略］
６　補助球技場、
　水泳場、トレー
　ニング場、第二
　トレーニング場
　又は屋内練習場
　を使用する者が

屋内運
動場

　［略］
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　　［略］
　付表１（武道館関係）

　　［略］
　付表１（武道館関係）

　　児童生
　　徒　　
　　その他
　　の者
個人が使用
する場合
　１時間に
　つき　　
　　児童生
　　徒　　
　　その他
　　の者

120

　240

　
60

120

　用する者が照明
　設備を使用する
　場合の使用料は
　、当該金額の欄
　に掲げる金額に
　、１時間につき
補助球技場にあ
っては全灯のと
きは 2,320円、
５分の３灯のと
きは 1,400円、
水泳場のうち室

　［略］ 内プールにあっ
ては 330円、ト
レーニング場の
うち体育館にあ
っては 780円、
トレーニング場
のうちウェイト
トレーニング場
にあっては 110
円、第二トレー
ニング場にあっ
ては 110円、屋
内練習場にあっ
ては 2,690円、
屋内走路にあっ
ては団体が使用
するときは 180
円、個人が使用
するときは90円
を加えた額とす
　る。
７～11　［略］

照明設備を使用
する場合の使用
料は、当該金額
の欄に掲げる金
額に、１時間に
つき補助球技場
にあっては全灯
のときは 2,320
円、５分の３灯
のときは 1,400
　円、水泳場のう
ち室内プールに

　［略］ あっては 330円
、トレーニング
場のうち体育館
にあっては 780
円、トレーニン
グ場のうちウェ
イトトレーニン
グ場にあっては
 110円、第二ト
レーニング場に
あっては 110円
、屋内練習場に
あっては 2,690
円を加えた額と
　する。

７～11　［略］

区分 単位 金額（円） 納期 備考
主道場 　［略］ 　［

略］
１～５　［略］
６　１つの団体
　が主道場、柔
　道場、剣道場
　、副道場、弓
　道場（近的）
　又は弓道場（
　遠的）の一部
　を独占して使
　用する場合（
　以下「部分使
　用の場合」と
　いう。）の使
　用料は、当該
　金額の欄に掲
　げる「専用使
　用の場合」の

柔道場
剣道場
副道場
相撲場
弓道場
（近的
）
弓道場
（遠的
）
トレー
ニング
ルーム
会議室 　［略］
　［略］
附帯設

区分 単位 金額（円） 納期 備考
主道場 　［略］ 　［

略］
１～５　［略］
６　１つの団体
が主道場、柔
道場、剣道場
又は副道場の
一部を独占し
て使用する場
合（以下「部
分使用の場合
」という。）
の使用料は、
当該金額の欄
に掲げる「専
用使用の場合
」の金額に、
主道場にあっ
てはその３分

柔道場
剣道場
副道場
相撲場
弓道場
（近的
）
弓道場
（遠的
）
トレー
ニング
ルーム
会議室 　［略］
　［略］
附帯設
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備器具 　金額に、主道
　場にあっては
　その３分の２
　以下の面積を
　使用するとき
　は３分の２、
　２分の１以下
　の面積を使用
　するときは２
　分の１、３分
　の１以下の面
　積を使用する
　ときは３分の
　１、柔道場に
　あってはその
　４分の３以下
　の面積を使用
　するときは４
　分の３、２分
　の１以下の面
　積を使用する
　ときは２分の
　１、４分の１
　以下の面積を
　使用するとき
　は４分の１、
　剣道場、副道
　場又は弓道場
　（遠的）にあ
　ってはその２
　分の１以下の
　面積を使用す
　るときは２分
　の１、弓道場
　（近的）にあ
　ってはその３
　分の２以下の
　面積を使用す
　るときは３分
　の２、３分の
　１以下の面積
　を使用すると
　きは３分の１
　を乗じて得た
　額（ 100円に
　満たない端数
　があるときは
　、その端数は
　 100円とする
　。）とする。
７～９　［略］
10　専用使用の
　場合又は部分
　使用の場合に

　［略］
備器具 の２以下の面

積を使用する
ときは３分の
２、２分の１
以下の面積を
使用するとき
は２分の１、
３分の１以下
の面積を使用
するときは３
分の１、柔道
場にあっては
その４分の３
以下の面積を
使用するとき
は４分の３、
２分の１以下
の面積を使用
するときは２
分の１、４分
の１以下の面
積を使用する
ときは４分の
１、剣道場又
は副道場にあ
ってはその２
分の１以下の
面積を使用す
るときは２分
の１を乗じて
得た額（ 100
円に満たない
端数があると
きは、その端
数は 100円と
する。）とす
　る。

７～９　［略］
10　専用使用の
場合又は部分
使用の場合に

　［略］
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　おいて照明設
　備の一部を使
　用するときの
　使用料は、当
　該金額の欄に
　掲げる金額に
　、主道場にあ
　ってはその３
　分の２以下の
　照明を使用す
　るときは３分
　の２、２分の
１以下の照明
を使用すると
きは２分の１
、３分の１以
下の照明を使
用するときは
３分の１、柔
道場にあって
はその４分の
３以下の照明
を使用すると
きは４分の３
、２分の１以
下の照明を使
用するときは
２分の１、４
分の１以下の
照明を使用す
るときは４分
の１、剣道場
、副道場又は
弓道場（遠的
）にあっては
その２分の１
以下の照明を
使用するとき
は２分の１、
弓道場（近的
）にあっては
その３分の２
以下の照明を
使用するとき
は３分の２、
３分の１以下
の照明を使用
するときは３
分の１を乗じ
て得た額（ 1
00円に満たな
い端数がある
ときは、その
端数は 100円

おいて照明設
備の一部を使
用するときの
使用料は、当
該金額の欄に
掲げる金額に
、主道場にあ
ってはその３
分の２以下の
照明を使用す
るときは３分
の２、２分の
１以下の照明
を使用すると
きは２分の１
、３分の１以
下の照明を使
用するときは
３分の１、柔
道場にあって
はその４分の
３以下の照明
を使用すると
きは４分の３
、２分の１以
下の照明を使
用するときは
２分の１、４
分の１以下の
照明を使用す
るときは４分
の１、剣道場
又は副道場に
あってはその
２分の１以下
の照明を使用
するときは２
分の１を乗じ
て得た額（ 1
00円に満たな
い端数がある
ときは、その
端数は 100円
とする。）と
　する。
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　　［略］ 　　［略］

　とする。）と
　する。

　　　附　則
　この条例は、公布の日から起算して４月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当
該各号に定める日から施行する。
　（１）　第１条の規定　公布の日
　（２）　第２条の規定　公布の日から起算して２月を超えない範囲内において規則で定める日
　（３）　第３条中都市公園条例別表第２付表１の改正規定　令和６年４月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。　
　　令和５年12月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県条例第48号
　　　市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例
　市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和32年宮崎県条例第26号）の一部を次のように改正する。
　別表第１を次のように改める。
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　　　附　則
　（施行期日等）
１　この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の市町村立学校職員の給与等に関する条例（以下「改正後の条例」という。
　）の規定は、令和５年４月１日から適用する。
　（切替日前の異動者の号給の調整）
２　令和５年４月１日（以下「切替日」という。）前に職務の級を異にして異動した職員及び人事委員会の定めるこれに準ずる職員の切替
　日における号給については、その者が切替日において職務の級を異にする異動等をしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度
　において、人事委員会の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。
　（給与の内払）
３　改正後の条例の規定を適用する場合においては、この条例による改正前の市町村立学校職員の給与等に関する条例の規定に基づいて支
　給された給与は、改正後の条例の規定による給与の内払とみなす。
　（人事委員会規則への委任）
４　前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。
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